
 1 / 15 

 

令和７年度（2025年度）第２回部活動・地域クラブ活動関係者会議議事録 

 

１ 日 時 

令和７年 10 月 27 日（月） 14 時 00 分～15 時 30 分 
 

２ 場 所 

Zoom によるオンライン会議（北海道第二水産ビル ５Ｆ会議室から配信） 
 

３ 出席者 

  出席者一覧のとおり 
 

４ 議 題 

(1)「部活動の地域移行の現状について」 

 (2)「『北海道部活動の地域展開に関する推進計画』素案のたたき台について」 
 

５ 議 事 

  以下のとおり 

                        ●事務局 ○構成員（敬称略） 

（開会） 

●事務局（北海道教育庁学校教育局部活動改革推進課 主査 中本 貴士） 

 ただいまから、令和７年度第２回部活動・地域クラブ活動関係者会議を開催します。途中接続トラブ

ル等が発生した場合は、Zoom のチャット機能又は部活動改革推進課あて電話連絡してください。それ

では、開会にあたり、伊藤学校教育局長から、御挨拶を申し上げます。 

 

（挨拶） 

●事務局（北海道教育庁学校教育局長 伊藤 伸一） 

 令和７年度第２回部活動・地域クラブ活動関係者会議の開催に当たり、一言御挨拶を申し上げます。

本日は、皆様大変お忙しい中、本会議に御出席・御参加いただきまして、誠にありがとうございます。

また、構成員の皆様におかれましては、日頃より本道教育の推進に御理解・御協力をいただいておりま

すことに、心より感謝申し上げます。 

さて、本年６月に開催いたしました第１回の会議におきましては、学校部活動の現状や、「北海道部

活動の地域展開に関する推進計画」の改定につきまして御議論をいただき、多くの貴重な御意見をい

ただいたところでございます。現在の計画期間の終了まで残すところ半年となりましたが、道教委で

は、市町村の皆様方に対する支援など現計画の取組を着実に進めるとともに、計画の改定に向けまし

ては、国の動向や道内の現状、皆様方からいただきました御意見などを踏まえた熟議をもとに、素案づ

くりを進めてまいりました。本日の会議では、事務局よりこれまでの道教委の取組や直近の市町村に

おける取組状況調査の結果など、幅広く情報提供させていただくとともに、計画素案たたき台の概要

について御説明させていただきます。皆様方におかれましては、限られた時間ではございますが、それ

ぞれのお立場から忌憚のない御意見をいただきますよう、よろしくお願いいたします。 

 

（資料確認） 

●事務局（北海道教育庁学校教育局部活動改革推進課 主査 中本 貴士） 

次に、資料の確認を行います。当日要項、資料１、資料２、また別冊として計画素案のたたき台全文

となります。なお、本日の出席者は、要項の最後に出席者一覧を掲載していますが、１４名の構成員の

方々に御出席いただいております。また、各教育局と部活動の地域移行の国実証事業に参加する市町

村の方々にも視聴いただいているので、ご承知おき願います。それでは、この後の議事進行を座長の志

手教授にお願いいたします。 
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議題１：部活動の地域移行の現状について 

（議事進行） 

○座長（北海道教育大学岩見沢校 教授 志手 典之） 

いよいよ、部活動の地域展開が目のあたりに感じてくる、これから劇的に変わってくるところとい

う感じがします。そういう中で本日の会議を迎えたということで、いろいろ御意見等を積極的にいた

だければと思います。よろしくお願いいたします。それでは、早速議事に入りたいと思います。まず、

議題１「部活動の地域移行の現状」について事務局から説明をお願いします。 

 

（事務局説明） 

●事務局（北海道教育庁学校教育局部活動改革推進課 課長補佐 髙橋 智嗣） 

はじめに、道教委の取組状況について御説明します。 

資料２ページをご覧ください。まず、道教委における部活動の地域移行の推進体制ですが、令和５年

３月に策定しました「北海道部活動の地域移行に関する推進計画」に基づき、部活動改革推進本部を設

置して、関係部署が横断的に連携しながら、施策事業を展開しております。推進本部は、教育庁内の関

係する幹部や課長で構成していますが、部活動の地域移行の課題は多岐に渡ることから、知事部局と

連携を図りながら、各施策に基づく取組を実施することとしています。また、各教育局に「部活動改革

地方本部（市町村サポートチーム）」を設置しています。サポートチームは、管内市町村への直接訪問

や地域間の協議に参画するなどし、地域の実情に応じた指導・助言等の支援を行っています。 

次に、資料３ページをご覧ください。本年度、地域移行に係る国の委託事業を活用している自治体

をマップにまとめたものです。委託先の市町村では、国費を活用して、運営団体・実施主体の体制整

備、コーディネーターや指導者の配置などを行い、実際の地域クラブ活動に取り組んでおります。今

年度は、昨年度の 29 市町村より 13 市町村多い 42 市町村がこの事業を活用しています。 

次に、資料４ページをご覧ください。道教委では、国費を活用し、市町村における部活動の在り方

の検討や地域移行の取組を支援するため、令和４年度から、学識経験者や地域スポーツの実践経験者

などをアドバイザーとして、市町村の地域説明会や検討協議会などに派遣する事業を行っています。

これまでに延べ 88 回の派遣を行っていますが、地域の実状に応じた助言が可能であることから、今

後も、課題を抱える市町村に対して積極的にアドバイザーの活用を呼びかけたいと考えています。 

次に、資料５ページを御覧ください。多くの地域で課題となっている「指導者の確保」に向け、道教

委では、指導者人材の候補者を募集・登録し、学校や教育委員会などに情報提供することを目的とし

て、「ほっかいどう部活動・地域クラブ活動サポーターバンク」を設置しています。これまで、様々な

機会を通じて周知を行い、登録者数は着実に増加しており、10 月 15 日現在で、延べ人数 1,490 名、実

人数 523 名の方に登録いただいております。今後も、大学や家庭教育サポート企業への積極的な働き

掛けを行うなどして、登録者数の拡大を図りたいと考えています。 

次に、資料６ページを御覧ください。道教委では、部活動の地域移行に向けた諸課題の解決に向け

て、道、市町村、民間企業などが連携しながら支援する仕組みを構築する「官民連携促進事業（Do－

START）」を展開しております。この事業は、道教委が、市町村や地域クラブのニーズと民間企業等か

らの支援をマッチングさせるもので、創出した事例は、各地域に情報発信やノウハウの提供を行い、各

地域における官民連携の促進を図っています。 

次に、資料７ページを御覧ください。ただいま御説明しました、官民連携促進事業（Do-START）の実

例を御紹介します。資料左の「利益還元スキームの創出」についてですが、胆振管内安平町の早来学園

内に、大塚製薬株式会社様の協力により、令和６年８月に、道内で初めて、部活動の地域移行の受け皿

団体となっている総合型地域スポーツクラブに対し、売り上げの一部が寄附される自動販売機が設置

されました。この取組事例は、すでに全道に広がり始め、現時点で、道内に４台が設置されています。

次に、資料中央の「訴求力の高いイベントモデルの創出」についてですが、同じく、安平町において、
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日本ハムファイターズの協力により、マルチスポーツ体験や日本ハムファイターズの伊藤大海選手に

よるトークショー等のイベントを開催しました。この取組は、多くの集客を実現し、当日会場で行われ

た募金活動への効果も含め、訴求力の高いイベントとなりました。次に、資料右の「複数企業による支

援体制の創出」についてですが、後志管内の余市町において、大塚製薬株式会社と株式会社ラルズの協

力により、町内のラルズマート３店舗を活用した地域クラブのＰＲ活動を行っていただき、地元企業

を巻き込んだ複数企業による、より安定的な地域クラブの支援体制の構築が実現しました。今後は、こ

れらのモデルの全道への普及や、新たなモデル創出に向けて取り組んでまいりたいと考えています。 

次に、市町村の取組状況について御説明します。道教委では、道内市町村の地域移行に向けた取組状

況について、令和４年 12 月時点以降、半年毎に調査を行っており、この度、直近の６月１日現在の調

査結果が取りまとまりましたので、主な項目について御説明します。 

それでは、資料９ページを御覧ください。こちらは、道内市町村における地域移行に向けた取組状況

について、これまでの調査結果の推移をまとめたもので、赤の数字が今年６月１日時点の最新の調査

結果となります。上から（黄色部分）の６項目が、地域移行に向けた準備段階の取組で、前回調査の 12

月時点と比較しますと、一部項目で伸びが鈍化しているものの、概ね市町村数が増加している状況で

す。また、これらの準備を経て、下の（青色部分）の２項目「休日の地域クラブ活動の実施」に至った

市町村数は、一部種目や試行実施の市町村を含めていますが、前回調査時から、スポーツ系が５市町村

増の 81 市町村、文化系が８市町村増の 29 市町村となり、着実に増加している状況です。 

次に、資料 10 ページを御覧ください。こちらは、地域移行に向けた取組を進めるにあたって、市町

村が課題と考えている項目の調査結果です。「指導者の確保」が最多で、９割以上の市町村が課題とし

ています。続いて順に、「実施主体・受け皿団体の確保」、「運営財源の確保」、「生徒の移動手段の

確保」が多くなっています。 

次に、資料 11 ページを御覧ください。こちらは、今回、新たに調査した項目で、地域クラブ活動に

おける指導者の属性を取りまとめたものです。「地域スポーツ・文化団体の指導者」が最も多く、５割

以上の市町村で活用されているほか、教員を含め公務員や民間企業等の一般従業員など、幅広く様々

な方が指導者となっております。 

 次に、資料 12 ページをご覧ください。こちらも、今回新たに調査した項目で、地域クラブ活動を実

施している市町村における会費と新たな財源の活用状況を調査した結果です。まず、資料左の参加者

から徴収している会費等についてですが、調査結果では、棒グラフのとおり、地域クラブの６割以上が

会費を徴収しておりますが、円グラフのとおり、そのうち、およそ８割が月額３千円以下となっていま

す。同様に、保険料については、約４割のクラブが徴収しており、その７割以上が年額千円以下となっ

ています。また、資料右の公費負担と受益者負担を除く新たな財源の活用状況については、現時点では

自治体数は少数ではありますが、財団等からの助成金、企業等からの協賛金、ふるさと納税制度の活用

などが挙げられています。なお、地域クラブ活動に関する受益者負担など費用負担の在り方について

は、現在、国の有識者会議で議論しているところであり、今年中に受益者負担の目安を示すこととして

おります。現時点では、休日における地域クラブ活動の負担額を月額３千円程度を上限として目安を

示す方向で検討しているようです。 

 次に、資料 13 ページをご覧ください。こちらも今回新たに調査した項目で、地域クラブ活動の活動

場所と移動手段確保の取組を調査した結果です。まず、資料左の地域クラブの主な活動場所について

ですが、中学校の施設を利用している市町村が約８割、その他の公共施設を活用している市町村が約

７割となっています。また、資料右の地域クラブ活動に参加する生徒の移動手段の確保のための取組

については、スクールバスなど既存の送迎車両の有効活用等により対応している市町村が一定数あり

ますが、公共交通機関や医療・福祉などの多様な分野と連携した事例はありませんでした。 

 次に、資料 14 ページをご覧ください。こちらは、部活動の地域移行の取組に関して、近隣市町村と

の広域連携の状況を調査した結果です。約７割の市町村が近隣市町村との連携が必要と考えており、

約５割の市町村が関係市町村間でクラブ活動を実施、又は実施に向けて検討している段階となってお
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ります。北海道では、部活動の地域移行に単独で取り組むことが難しい小規模自治体が多いことから、

道教委では、市町村間の協議の場の設定など、広域連携に向けた市町村支援を積極的に行っていきた

いと考えております。 

最後に、16 ページをご覧ください。国の動向として、本年８月に文部科学省から令和８年度概算要

求の概要が公表されましたので、情報提供いたします。この資料は、部活動の地域展開に関する国の

概算要求のポンチ絵になります。事業内容のⅠが、地域移行の推進に係る事業であり、予算額につい

ては、令和７年度の 16 億円から５億円増の 21 億円プラス事項要求となっています。なお、事項要求

というのは、必要額を示さずに事業項目だけを示して予算要望することで、政策の具体的な内容が決

まっていない場合などに使われる手法であり、国と地方の負担割合等も含めて、12 月までの予算編成

過程において検討・調整される予定となっています。市町村が活用できるメニューとしては、(1)の

部活動の地域展開・地域クラブ活動の推進に係る補助金となります。今年度までは委託事業でしたの

で、市町村は概ね 10 分の 10 の国負担で、地域クラブ活動の推進に係る経費を賄うことができました

が、令和８年度は、国・都道府県・市町村の支え合いによる新たな支援制度を構築するという趣旨の

もと、補助率に基づいて補助金が交付されることとなります。現時点で、補助率等の詳細な情報は明

らかにされていませんが、当課では、市町村実施分は国 1/3、道 1/3、市町村 1/3 になるのではない

かと予想しており、予算要求事務を進めているところです。その他、相談窓口の設置やアドバイザー

派遣等が盛り込まれているほか、事業内容のⅡでは、中学校の部活動指導員の補助事業について掲載

されており、要求額については、令和７年度の 18 億円から２億円増の 20 億円となっています。概算

要求については、以上になりますが、このほか、国では、有識者会議において地域クラブ活動に関す

る認定制度や費用負担の在り方について検討が進められており、冬頃には、部活動改革に関する新た

なガイドラインの改訂が予定されています。私からの御説明は以上です。 

 

（質疑・意見交換） 

○座長（北海道教育大学岩見沢校 教授 志手 典之） 

ただ今、事務局から説明がありましたが、この内容について質問のある方はいらっしゃいますか。も

しあれば、リアクション機能で挙手などできますけれども、いかがでしょうか。大丈夫でしょうか。 

（構成員からの質問無し） 

それでは続きまして、意見交換を行いたいと思います。御意見等をいただく論点としましては、現行

の「北海道部活動の地域移行に関する推進計画」が、今年度末をもって終了し、地域移行における節目

を迎えようとしていますが、道内における部活動の地域移行について、これまでの道や市町村の取組

に対する御意見、御感想、調査結果の受け止めなどについて、皆さんから御発言いただければと思いま

す。どなたかご発言いただけますでしょうか。 

 

○北海道中学校長会（室蘭市立室蘭西中学校長 山田 誠一） 

まず、取組全体への感謝の気持ちをお伝えしたいと思います。「地域説明会の実施」、「協議会の設置」、

「生徒・保護者のニーズの把握」、「指導者の確保」といった一連の取組に厚く御礼申し上げます。そし

て、その成果としての「休日の地域クラブ活動の実施数」の増加についても敬意を表したいと思いま

す。部活動の地域展開を実際に行うことにより、指導者、財源、移動手段の確保といった課題が明確に

示されたことについても大きな成果と考えます。次に、何点か意見がございます。まず、資料１の 11

ページ「地域クラブ活動指導者の属性」についてです。現状は移行期であり、教員の兼職兼業も数に入

れた形でよろしいかと思いますが、ゆくゆくは、その依存度は相対的に低くなるようにお願いしたい

と思います。次に、資料 12 ページの「地域クラブ活動の財源」についてです。受益者負担と公費負担

のモデルとなる数字を示していただいたことは、これからの地域展開を進めていく際の大きな指標と

なるものと考えます。さらに、従前の部活動においては、大雑把に「原則無料」という感覚がありまし
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たが、「本来的には人件費を含め費用が発生するもの」という考え方が広がることは良いことと考えま

す。最後に、資料 13 ページの「移動手段」についてです。地域クラブでは、複数校の生徒が合同で活

動するのが一般的なイメージであり、活動場所への移動手段について検討いただいていることには感

謝申し上げたいと思いますが、一方で、地域によっては、すでにスクールバスの運転手の確保といった

レベルで厳しい状況があると聞きます。子どもの放課後の活動を維持するという目標と現実の実現可

能性を慎重に審議していただくことが重要になると考えます。 

 

○座長（北海道教育大学岩見沢校 教授 志手 典之） 

ありがとうございます。事務局の方から今の御意見について何かありますでしょうか。 

 

●事務局（北海道教育庁学校教育局部活動改革推進課 課長補佐 髙橋 智嗣） 

山田校長からお話いただいた件について、少しお話をさせていただきます。まず、地域クラブ活動の

指導者属性についてでございますが、確かに兼職兼業の教員が一定数いらっしゃいます。無論、地域ク

ラブ活動においても指導したいという先生方につきましては、兼職兼業の許可を得ながら、御自身で

希望する競技を指導されることは構わないと思いますが、今後の地域移行・地域展開に向けましては、

是非、外部の方に指導いただきたいと思っております。 

次に、受益者負担と公費負担の考え方についてでございますが、山田校長が仰っていたとおり、これ

までの部活動では、保護者の方々も「無償」と考えられていたかと思います。ただ、私も様々なＰＴＡ

の会合等の場面で、「これまでは、教職員の方々の善意により無償で成り立ってきたものであって、今

後の地域クラブ活動にあっては、指導者への謝金やクラブ運営、生徒の移動手段の確保などに、やはり

どうしてもお金がかかるので、一定の保護者負担について御理解いただきたい」というお話はさせて

いただいているところです。 

次に、移動手段の確保についてでございますが、確かにスクールバスも含め、様々な公共交通機関の

運転手が不足しているというお話も聞いております。大変厳しい状況ではありますけれども、スクー

ルバスの他にも、オンデマンドバスなどの地域の公共交通や、医療機関への送迎車両など、様々なもの

を活用して、子ども達の輸送手段を自治体で考えていただけるように、先進事例などを提供してまい

りたいと考えております。 

 

○座長（北海道教育大学岩見沢校 教授 志手 典之） 

他に何かございますでしょうか。 

 

○北海道総合型地域スポーツクラブ連絡協議会（会長 井上 諭一） 

私は総合型地域スポーツクラブで、地域の中で活動をしていますが、道教委の「部活動の在り方支援

アドバイザー」を拝命いたしまして、道内各市町村を回らせていただいています。その中で感じること

として、資料１－２の「市町村の取組状況」の調査結果を見た中で、「地域説明会の実施」や「協議会

等の設置」の状況は、アンケート調査上、かなり進んできているというのはわかりますが、なんとなく

やっただけなのかなという感じがします。説明会を開催して終わり、協議会を設置して終わりで、なか

なか地域移行が進んでいかないという現状があるんだろうと、いつも思っています。本気度の問題な

のかもしれませんが、地域移行が進まない地域では、どこに向かっているのかという目的をはっきり

共有できていない部分があるかと思います。目的を達成するためのアプローチの仕方は、現状の課題

を一つ一つ潰していって目標に向かっていくという方法など、何通りかあるかと思いますが、部活動

改革については、将来像をきちんと描いた上で、今、関わっていない人達も巻き込んでいかないと、な

かなか進んでいかないと思います。部活動改革は、中学校だけの問題ではないので、子ども達を中心に

して、周りの大人達、地域の方達、いろいろな方々が参画できるような将来像をきちんと描くことが非

常に大事ではないかと、この数年間、我が町も含め、いろいろと見てきた中で思っておりました。 
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○座長（北海道教育大学岩見沢校 教授 志手 典之） 

貴重な御意見をありがとうございます。今の御意見を踏まえてでも構いませんけれども、他にいか

がでしょうか。道貝さん、結構頷いていらっしゃいましたが、何か御意見ありましたら、お願いしま

す。 

 

○北海道特別支援教育関係ＰＴＡ連絡協議会（理事 道貝 樹梨） 

先ほど山田校長が仰っていた、部活動はやはり保護者の間では「無料」の感覚が大きいということに

ついてですが、言い方が悪いかもしれませんが、保護者も生徒自身も、部活動に入りたいと思えば、簡

単に取り組めるという感覚があったかと思います。そう考えると、地域移行が要因となって競技人口

が減ってしまうのではないかという心配があります。また、井上会長が仰っていた「地域説明会をやっ

ただけ」ということに関しまして、私も、部活動の地域移行については、保護者の間に広まっていない

と感じています。私は部活動に加入している中学生の娘がいますが、下の兄弟の保護者の間にも、状況

的にはもうすぐ始まるところなのに、あまり広まっていない、理解されていないのではないかという

心配があります。 

もう一点は、指導者に対する報酬についてですが、部活動では、先生方がボランティアでやっていた

だいていると思いますけれども、地域移行した際は、地域クラブの指導者の方々に対して、どのような

報酬体系でやってもらえるのかということが明確になっていないことが心配だと感じました。 

 

○座長（北海道教育大学岩見沢校 教授 志手 典之） 

ありがとうございます。二点ほど大事なところがありました。一点目は、まだまだ保護者の方に地域

展開の内容が広まっていないということ、二点目は、今まで教員がボランティアで指導していた活動

を外部の方が指導する際に報酬をどうしていくのかということでした。事務局で答えられる範囲でい

かがでしょうか。 

 

●事務局（北海道教育庁学校教育局部活動改革推進課 課長補佐 髙橋 智嗣） 

まず一点目、まだ保護者の間でも地域移行に対する理解が進んでいないということについてでござ

いますが、部活動の地域移行に向けた取組が始まって以降、道教委では、リーフレットを作成し、各教

育委員会を通じて学校・保護者の方に送付いただく取組や、道教委の広報誌（ホットネット）で啓発さ

せていただいているほか、ホームページなどで周知を図っているところですが、まだまだ保護者の皆

様に届かない、そういったところは不十分であると思っていますので、今後も、理解促進に向けて、普

及啓発に取り組んでいきたいと考えております。また、実際に地域移行・地域展開を行う市町村の教育

委員会においても、例えば、リーフレットの配付や、市町村の広報誌なども活用いただきながら、是

非、保護者の皆様にも御理解をいただければと思っております。 

次に二点目の指導者の報酬についてでございますが、報酬形態については、基本的には地域移行先

の受け皿となる地域クラブが設定することとなりますので、時間単価を設定するところもあれば、他

の任用形態、採用形態を取る場合もありますし、地域の実情や競技種目などによっても、それぞれ異な

るものと思います。なお、地域移行・地域展開ではないので目安になるものではありませんが、参考と

してお伝えしますと、現在の学校部活動を指導するための外部指導者である「部活動指導員」に対して

は、現状では、一時間あたり約 1,600 円をお支払いさせていただいております。 

 

○北海道特別支援教育関係ＰＴＡ連絡協議会（理事 道貝 樹梨） 

今の事務局からのお話に関してですが、「部活動の地域展開・地域移行」という表現では、保護者の

間では、部活動がまだ維持されていくのではないかという期待感も出てしまうので、明確に「部活動は

廃止」という言い方をした方が広まりやすいのではないか、理解されやすいのではないかと思います。  
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また、指導者の報酬につきましては、「一定ではない」、「定まっていない」となると、部活動を先生

方がボランティアでやっていただいていた部分が、そのまま引きずられて、地域クラブ活動の指導者

の方への負担に変わるだけ、問題点が移るだけとなってしまうのではないかと心配に感じました。 

 

●事務局（北海道教育庁学校教育局部活動改革推進課 課長補佐 髙橋 智嗣） 

指導者の報酬についてでございますが、道教委で目安を決めるのは非常に難しいところではござい

ます。運動系・文化系も含めた競技種目の設定状況や、各競技種目にどれだけの指導者が必要なのかと

いった地域の実情が異なりますので、一律に決めるということには成り得ないということは御理解い

ただきたいと思います。 

また、「部活動の廃止」という表現についてですが、確かに地域移行・地域展開というのは、部活動

の地域クラブ化であり、ゆくゆくは部活動が無くなっていくということではあります。それは間違い

ないです。ただ、「廃止」という言葉を使いますと、まだまだ皆さんに御理解いただけない部分もあろ

うかと思いますので、「廃止」というよりは、「部活動の意義をさらに継承・発展させて、地域で活動し

ていきましょう」という意味合いで、「地域移行・地域展開」という言い方をしていますので、御理解

いただければと思います。 

 

○座長（北海道教育大学岩見沢校 教授 志手 典之） 

地域移行に対する私の感覚としては、かなり地域間の格差があるものと感じています。中学校が一

校しかないような地域では、部活動の廃止や地域移行をやりやすい部分がありますし、都市部では、今

のところまだ難しいのかなという感覚がありますので、一律に地域移行を進めていただくのは難しい

と感じています。この辺りで、いつも情報提供いただいていますが、小川教育長の方から、地域でどう

いった形で保護者の方に伝わっているとか、部活動の在り方などのお話をしていただけますでしょう

か。 

 

○北海道町村教育委員会連合会（枝幸町教育委員会教育長 小川 俊輝） 

地域において部活動の地域移行がどれほど浸透しているかということにつきましては、当町の場合

は、まだまだ道半ばと思っております。町の広報誌等で何回か広報しているほか、中学校でも保護者に

対して「今後の部活動はこういう方向で進めている最中ですよ」ということを説明していますが、学校

単位で、伝わり方やニュアンスが若干異なっていて温度差があると思います。また、お金の話も出てい

ましたが、保護者負担、指導者にどれほどの報酬を支払うべきか、そのために財源をどこから持ってく

るのかなど、まだ見通しが立てにくいところがあります。今まで中学校での部活動に対しては、各市町

村が、中体連の活動経費というような名目で、それぞれ市町村費で手当てされていると思いますが、地

域移行した場合には、さらに指導者に対する報酬も発生するとなると、既存の予算の中では収まらな

いので、その財源をどう持ってくるのかとなると、国の財政支援がどのように手当てされるのか、それ

が交付税の形態なのか、補助金や交付金の形態なのか、その辺が見えてこない中では、具体的な話を地

域に提示しづらい部分があります。この冬に、国のガイドラインが示されるということですので、大い

に注目はしていますが、事務局から説明のありました市町村の取組状況の中で、保護者負担額の数字

が出ていましたので、それは大きな一つの物差しになるものと思っています。やはり保護者の負担額

は、毎月 3,000 円以内が妥当で、それに年間の保険料を含めるか、上乗せするか、その辺も少しずつ目

安として見えてきましたので、会費設定の見通しが立てば、一気に地域移行の取組が加速していくの

かなと思っております。 

次に、地域移行の現状についての感想になりますが、道教委の方では、アドバイザー派遣事業、サポ

ーターバンクの運用、官民連携の取組など、打つべき手を打たれているなと思っております。市町村の

方では、取組にばらつきはありますが、広域分散型の本道の中で、特に広大な面積を有している市町村

もありますので、中学生の移動手段をどうするかというところ、これは当町も大きな課題であります。
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資料１の 13 ページにも、「既存の送迎車両の有効活用」という項目がありましたけれども、保護者が

送迎している実態について知りたいと感じました。今後、既存の地域公共交通との連携についても模

索しながら、学校の登下校時のスクールバスに加えて、地域クラブ活動に対する移動手段を考えると

いうところで、かなり大きな課題になるのかなと思っております。 

もう一点は、少子化が進む中で、市町村の枠を超えた広域連携、隣接する市町村との連携についてで

すが、「この種目はこちらの町で、この種目はこちらの町を拠点にして、連携しながらやりましょう」

という話し合いが、今後必要になってくると思っています。まだ宗谷管内では周辺市町村との連携の

協議は進んでいないですが、必要性が多分にあると感じております。 

 

○座長（北海道教育大学岩見沢校 教授 志手 典之） 

 ありがとうございました。他に何かございますでしょうか。 

 

○北海道中学校体育連盟（帯広市立帯広第八中学校長 櫻井 知克士） 

地域移行の現状としましては、帯広市で言いますと、まだあまり具体的な動きというところまでは

進んでいません。先程、道貝さんからも、保護者の間では、部活動に対して「簡単にできる」「あまり

お金がかからずにできる」というような意識があるというお話がありました。私の印象では、道具代な

どで、年間一万円ないし二万円ぐらいの部費はかかっていると認識していますが、まさに部活動の良

さというのは、学校に通っていれば、そのまま学校に残って活動ができるという部分だと思います。特

に北海道の場合は、冬場の活動場所への移動は自転車では出来なくなりますし、帯広市といっても、拠

点校に集まって活動するような形態では、公共交通機関での移動はかなり難しくなりますので、地域

展開が進んだ際に、簡単に部活動に参加できた子ども達が、地域クラブ活動には参加しなくなってし

まうのではないかということを危惧しております。もし、地域展開が進んでいる地域での部活動の加

入率と地域クラブの加入率のデータがございましたら、教えていただきたいです。 

次に、中体連大会についてですが、中体連では、地域クラブ活動が盛んに行われてくるような種目

や、学校に部活動が設置されていない種目について、令和九年度から中体連の全国大会・全道大会を開

催しないという決定をしております。ただ、その決定をしたときに、各競技団体からは、「人手が足り

ない、中体連でなんとかしてくれるのか」というような質問を受けたことがありますし、地域展開が進

んでいる地域からは、「中学生の全道大会はもう受けられません」というような回答をいただいている

ケースもあります。各地域の子ども達の努力の発表の場になるような大会の開催について、現状も含

めてどのような見通しをお持ちなのかお聞かせいただきたいです。また、教員の休日勤務となる大会

運営などについても、校長の立場としては、働き方改革という部分で何とかしていかなければならな

いと感じているところです。実際に、ほぼ全ての中体連大会は、教員の手によって運営が行われている

という実態がありますので、地域展開が進んでいくことによってどのような形で大会が維持されてい

くのか、私自身も非常に不安に感じます。そのあたりの現状や見通しなど教えていただきたいです。 

 

○座長（北海道教育大学岩見沢校 教授 志手 典之） 

ありがとうございました。一点目は、部活動と地域クラブ活動にどのくらい加入しているかの実態

についてでしたが、それは、おそらく今後のことになると思います。二点目は、これからの大会の在り

方についてでした。事務局の方で何か回答できることがあれば、お願いしたいと思います。 

 

●事務局（北海道教育庁学校教育局部活動改革推進課 課長補佐 髙橋 智嗣） 

まず、部活動と地域クラブ活動の加入率についてでございますが、部活動の加入率については把握

しておりますが、地域クラブ活動の加入率については、そもそも、まだ地域移行・地域展開が進んでい

ない状況ですので、データが無いのが現状です。 

次に、これまで先生にやっていただいていた大会の運営についてでございますが、令和４年 12 月に
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策定されました国のガイドラインにも記載されていますが、今後、地域クラブ化により部活動が学校

から離れるということになれば、あくまでも大会の主催者である団体の方で、外部委託するなどして、

運営していただく形になるものと思っております。櫻井校長が仰っていたとおり、教員の働き方改革、

負担軽減の観点もございますので、道教委としましては、各競技団体で考えていただくことになると

思っております。 

 

議題２：部活動の地域展開に関する推進計画（素案）のたたき台について 

（議事進行） 

○座長（北海道教育大学岩見沢校 教授 志手 典之） 

それでは、次の議題に移りたいと思います。議題２「北海道部活動の地域展開に関する推進計画素案

のたたき台」について事務局から説明をお願いします。 

 

（事務局説明） 

●事務局（北海道教育庁学校教育局部活動改革推進課 課長補佐 髙橋 智嗣） 

資料１ページをご覧ください。第１回目の会議で「北海道部活動の地域展開に関する推進計画」の

骨子案について御説明したところですが、本日は、前回会議でいただいたご意見やその後の検討を踏

まえた素案のたたき台を作成しましたので、その概要を御説明します。なお、素案たたき台の本体に

ついては長文となるため、今回は別に皆様へ送付しています。お手数ではありますが、必要に応じて

本体を御確認いただきますようお願いします。それでは、たたき台の概要で御説明いたします。 

まず、「はじめに」ですが、急激な少子化により部活動の運営がますます困難になることから、国

の方針や市町村の状況を踏まえ、名称を「地域展開」と変更の上、計画を改定すること、道内の全て

の市町村が地域展開に取り組んでいくことができるよう計画を推進することを示しています。 

次に、「第１章 道内の現状及び成果と課題」としては、まず、「１現状」として、人口減少によ

り、部活動の維持が一層困難であることを記述し、また、「成果と課題」として、項目毎に、令和５

年度から令和７年度までの成果と課題を整理しております。 

次に、「第２章 計画の改定について」ですが、「１ 国の動向」として、令和７年冬頃にガイド

ラインが改訂される予定であることなどを記載しています。次に「２ 名称変更」として、部活動を

より広く地域に開き、地域全体で支えることにより、新たな価値を創出し、より豊かで幅広い活動に

転換していくという考え方を的確に表すために、「地域移行」から「地域展開」に名称変更すること

を示しています。次に「３ 改定の趣旨・計画の位置付け」として、国のガイドラインの理念や基本

的な考え方を踏まえ、令和８年度以降の地域展開を推進するための方向性を示しています。次に「４ 

部活動改革の理念」ですが、「将来にわたって子どもたちが継続的にスポーツ・文化芸術活動に親し

む機会を確保・充実」し、「学校単位で部活動として行われてきた活動を地域全体で連携して支え、

活動機会を保障」することや、「子どもたちが等しく多様な学びと体験に触れられ、心の居場所とも

なる環境を整備することが何よりも重要」であることの３つの理念に基づき地域展開を推進すること

を掲げています。次に「５ 目標」ですが、原則、計画期間内に休日の全ての部活動において地域展

開を実現することを目指すこと、現時点で休日の地域展開等が進んでいない場合は、前期３年間の間

に着手することを掲げています。次に「６ 計画期間」については、令和８年度から令和 10 年度ま

での前期３年間及び令和 11 年度から令和 13 年度までの後期３年間の計６年間としています。次に、

第２章の最後、「７ 推進体制」ですが、道内の１４管内にある教育局のサポートチームが、市町村

の取組状況や課題等を把握した上で、地域の実情に応じた提案や助言を行い、本計画に基づく施策を

推進すること、本計画の進捗状況は、「部活動・地域クラブ活動関係者会議」に報告の上、計画の効

果的推進に努めること、前期の中間評価を行い課題への対応策の検証等を行った上で、後期において

平日の部活動改革を含む取組を検討することなどを示しています。 

資料２ページをご覧ください。「第３章 道教委の取組」についてですが、大きな項目として、
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「１ 地域クラブ活動を担う運営団体等の体制整備等」、「２ 指導者等の質の保障・量の確保」、 

「３ 活動場所の確保」、「４ 大会等の運営の在り方」、「５ 生徒・保護者等の関係者の理解促

進」、「６ 生徒の安全確保のための体制整備」、「７ 市町村の規模や進度を踏まえた取組の推

進」、「８ 障がいのある生徒の活動機会の確保」の８点を掲げており、構成として、施策の方向性

と主な取組に分けて整理しており、本資料ではその一部を抜粋して示しております。なお、各項目の

内容の御説明については、時間の都合もございますので割愛させていただき、配付した計画本体を御

確認願います。 

 資料３ページをご覧ください。「第４章 市町村の取組」についてですが、第３章の道教委の取組

と同様に項目毎に施策の方向性と主な取組を整理しております。道教委の取組と重複する項目が多い

ですが、「４ 活動場所への移動手段の確保」、「９ 費用負担の軽減」については、市町村の取組

にのみ掲げた項目となります。こちらも各項目の内容の御説明は割愛させていただきますが、２ペー

ジの道教委の取組の各項目も含めまして、御質問等がありましたら、後ほどお受けいたします。 

また、下段に記載のとおり、中山間地域や離島が多く、広域分散型の道内においては、特殊な事情

により困難な場合も想定され、国・道のきめ細やかなサポートでもなお困難な場合は、将来的な方向

性や計画等の検討を進めながら、合同部活動等の地域連携により、生徒の活動環境の確保も考え得る

ものとしております。 

最後に、資料４ページを御覧ください。前回会議において皆様方からいただいた推進計画骨子

（案）に対する御意見を３点掲載しております。御意見につきましては、それぞれ矢印の右に記載の

とおり、今回作成しました素案のたたき台に反映させていただいております。 

まず、１つ目の「部活動の地域展開の地域間格差が最小限となるよう、地域の取組状況を丁寧に見

取り、必要に応じた支援を行っていただきたい」という御意見についてですが、たたき台本体１７ペ

ージ「第３章 道教委の取組」の「７ 市町村の規模や進度を踏まえた取組の推進」の箇所に、主な

取組として「地域の実情に応じた提案や助言」と「規模に応じた地域への支援」を行う旨、記載させ

ていただきました。 

次に、２つ目の「受益者負担と公的負担の標準的な金額やパーセンテージの目安を示していただき

たい」という御意見についてですが、たたき台本体の 31・32 ページの「第４章 市町村の取組」の

「９ 費用負担の軽減」の箇所に、主な取組として「受益者負担の在り方」として、国の受益者負担

の水準に基づく支援の必要性や、「新たな財源の確保」の必要性などについて記載するとともに、さ

きほど取組状況でもお話しましたが、現在、国の有識者会議で議論されている「受益者負担の目安」

などについて巻末資料に掲載することとしております。 

次に、３つ目の「市町村向けに、都市部と地方をそれぞれ想定したパターンなど、様々な地域展開

の条件を網羅した標準的な推進計画のサンプルを示していただきたい」という御意見についてです

が、たたき台本体の 20 ページからの「第４章 市町村の取組」におきまして、１番から９番までの

各項目に応じた参考となる道内を含む全国の取組事例を例示するとともに、巻末に事例集を作成する

こととしております。なお、今回送付しているたたき台においては、事例のサンプルとして、北見市

や蘭越町の事例を２点掲載しております。また、事例集のほか、標準的な地域展開の進め方を示した

フロー図やロードマップなど、どの地域においても活用いただけるよう、各種資料を巻末に作成する

こととしております。 

素案のたたき台の説明は以上ですが、今後のスケジュールとしましては、本会議での意見等を踏ま

え、たたき台をブラッシュアップし、素案として固め、11 月の教育委員会及び議会報告、12 月のパ

ブリックコメントを経て、改定案とした後、再び１月にこの関係者会議で御議論いただいた上で、２

月の議会報告を経て、３月末の教育委員会に附議し、最終決定したいと考えています。私からの御説

明は以上です。 

 

（質疑・意見交換） 
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○座長（北海道教育大学岩見沢校 教授 志手 典之） 

それでは、ただ今の事務局からの説明に対する御質問を含めまして、意見交換を行いたいと思いま

す。御意見等をいただく論点についてですが、説明のあった計画素案のたたき台では、これまでの成果

と課題、本道の状況や特性を踏まえた、令和８年度以降の道及び市町村における施策の方向性や取組

などが記載されています。このたたき台について、追加、削除、修正すべき内容、表現、語句などの御

指摘のほか、感想や質問も含めて幅広く、皆さんから御発言いただければと思います。どなたか御発言

いただけますでしょうか。 

 

○北海道中学校長会（室蘭市立室蘭西中学校長 山田 誠一） 

三点、感想と意見を述べさせていただきます。まず、たたき台本体 14 ページ「４ 大会等の運営の

在り方」の「施策の方向性」の４行目に「多様なニーズに応じた大会等の開催」と記載がありますが、

この考えを盛り込んでいただいたことに感謝申し上げます。生徒が部活動に加入しようと思った動機

には、純粋に競技への興味・関心があっただけではなく、実は友達との語らいや人間関係を求めていた

という調査結果もございます。こういったニーズを満たす日常の活動や目的設定を可能とする大会の

実施は、大変重要になっていくものと考えます。次に、たたき台本体 23 ページ「２ 指導者等の質の

保障・量の確保」の「施策の方向性」の６行目に「兼職兼業が事実上の強制にならないように配慮」と

記載があります。このことは大変重要であると認識しており、さらに、「原則として兼職兼業の認可は

校長が決定する」旨を明示していただきたいと考えます。営利企業への従事は、本職である教職員とし

ての余力の上での活動であり、その判断は本人の自己申告に基づきつつも、校長の決定であることを

再認識・再確認できるよう、文言として盛り込んでいただきたいと考えます。最後に、たたき台本体 26

ページ「４ 活動場所への移動手段の確保」に関してですが、端的に申し上げまして、「活動の廃止も

あり得る」という考え方を盛り込んでいただきたいと考えます。先程、運転手の確保といった視点から

意見を述べさせていただきました。部活動の地域展開にあたっての三つの大きな課題である、「人材」、

「財源」、「移動手段」について、「十分に見通しが立たない場合は、部活動・地域展開は維持できない、

廃止もあり得る」旨の文言を入れた方がよろしいかと思います。従前の学校単位での部活動の場合は、

各学校の校内規定に存廃基準なるものがありました。例えば、「中体連に単独で出場できない場合は休

部、休部が二年続くと廃部」といった原則がありました。部活動の地域展開は、子ども達の活動の継続

支援という意義は大変ありがたいですが、先ほど申し上げた三つの課題は、いずれも大きなものであ

り、どこまでも対応できるものではないことが明らかですので、早い段階で共通理解に努める必要が

あると考えるところです。 

 

○座長（北海道教育大学岩見沢校 教授 志手 典之） 

ありがとうございました。事務局の方でいかがでしょうか。 

 

●事務局（北海道教育庁学校教育局部活動改革推進課 課長補佐 髙橋 智嗣） 

まず、兼職兼業についてでございますが、兼職兼業の許可は、服務監督権者である市町村教育委員会

の権限となっているかと思いますので、大変申し訳ございませんが、「校長の決定」とすることはでき

ないと思っております。ただ、断定はできませんけれども、市町村教育委員会が教員に対して兼職兼業

の許可をするにあたっては、申請時に、所属校長の意見を付すような形になっているのではないかと

思います。 

 

○北海道中学校長会（室蘭市立室蘭西中学校長 山田 誠一） 

私の認識に少し間違いがあったようです。要は、本人が兼職兼業の意思表示をすれば、そのまま決定

となると、私も含めて校長としては、正直なところ、なかなか納得いかない部分も多いかと思います。

もちろん、本来的な教科指導や学級経営に十分な力を発揮し、その上で余力が十分にある教員に関し
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ては、社会貢献の意味で、どんどんやっていただきたいと思いますけれども、一方で、十分な力量を有

していない職員がいることも多々想定されますので、手を挙げれば誰でも兼職兼業できるものではな

い、ということを上手に表現いただければ助かるところでございます。 

 

●事務局（北海道教育庁学校教育局部活動改革推進課 課長補佐 髙橋 智嗣） 

おそらく、それぞれの服務監督権者である市町村教育委員会に規定があると思います。そこで今、山

田校長が仰ったように、学校経営上の理由で、兼職兼業を認めることは厳しいという場合には、そうい

った意見を付した上で、市町村教育委員会に御判断いただくということもあると思いますので、大変

恐縮ですが、服務の話になりますので、計画に書き込むのは難しいものと思っています。次に、もう一

点御意見をいただきました「活動の廃止」にきまして、先に確認させていただきたいのですが、これ

は、「部活動の廃止」ということでよろしいでしょうか。 

 

○北海道中学校長会（室蘭市立室蘭西中学校長 山田 誠一） 

地域展開も含めてです。この先、部活動が学校から離れても、我々は全く関係ないという話にはなら

ないと思います。やはり何とか子ども達の活動を継続していきたい、協力したいと思っています。けれ

ども一方で、我々は、指導できる教職員も大変少なくなっている中、「部活は継続していただきたい」

というニーズに対して、これまで大変苦労を重ねてまいりました。我々が経験した苦労なり、厳しかっ

た状況というのは、きちんとお伝えする必要があると考えています。現状においても、すでに「人材」、

「財源」、「移動手段」の見通しがなかなか立たない中、これらをしっかりと示すことができない場合に

は、地域展開は厳しいということを、あらかじめ伝えておかないと、皆さんに、地域展開されても現状

の部活動と同じように引き続きクラブ活動ができると、希望だけ持たせてしまうと思います。これは

私が申し上げるよりも、市町村から言っていただいた方が良いのかなとは思いますが、老婆心ながら

お話をさせていただいた次第です。 

 

●事務局（北海道教育庁学校教育局部活動改革推進課 課長補佐 髙橋 智嗣） 

本計画は、地域展開を推進するものですので、「部活動を廃止する」「地域クラブ活動を廃止する」と

いう文言は書きにくいところがございます。ただ、現状の部活動や地域クラブ活動においては、競技を

維持していくことが難しいといった課題があるかと思いますので、是非ともそういう地域においては、

協議の場を設置いただき、教職員の方、競技団体の方、市町村の方など、様々な方が集まって協議会の

中できちんと整理し、存廃を決めていただきたいと思います。 

 

○座長（北海道教育大学岩見沢校 教授 志手 典之） 

他に御発言ございますでしょうか。 

 

○北海道スポーツ協会（主任・クラブアドバイザー 熊耳 雅美） 

井上会長と同じく、私も令和５年度から「部活動の在り方支援アドバイザー」をさせていただき、以

後、たくさんの地域の方々とお話をさせていただいております。その中の感想も含めてですが、本当に

どこの市町村も担当者の数がかなり少ない中で、行政の方々が非常に御苦労されていると感じていま

す。いろいろなところで協議されていることも把握していますが、地域移行の取組が進んでいるなと

感じる自治体に共通していると思ったことは、しっかりロードマップが示されているということでし

た。もともとの地域展開の理念は、「部活動をどうするか」ということをきっかけに、最終的には「地

域のスポーツ・文化環境をどうするか」ということなので、そのためのロードマップをしっかり描いて

いるところが、進んでいるなと感じていたところです。今回の推進計画も、まさにこれから先に進めて

いくための計画だと思いますので、たたき台の中に、ロードマップのページがあるといったことは、す

ごく行政にとっても、進む一歩になるのではないかと感じています。また、井上会長からお話がありま
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した「協議会を設置して終わり」といった実態があるのではないかということに関してですが、資料３

ページ「第４章 市町村の取組」の「１ 地域クラブを担う運営団体等の体制整備等」の項目の二つ目

に「今後は、協議会等を形骸化せず、実質的な協議を行う場として運営するとともに、ロードマップを

作成し、地域との合意形成を図った上での取組が重要」という文言があります。まさに本当にここの部

分を、是非、行政の方々に進めていただきたいと思います。この度、改革推進期間が今年度で終わり、

来年度からは６年間の改革実行期間になるということが国から示され、道でも同じような形で、この

推進計画の中で提示されることになりますが、各市町村がこれをきっかけに、先を見た計画を立てて、

ロードマップをしっかり提示していただければと思います。もしかしたら市町村の皆さんが、「いろい

ろと全てを整えた上でロードマップを提示する」、「百パーセントの状態になってから説明会を開く」

といったことを検討されているのではないかと感じる部分があります。進んでいる自治体からも、取

組を進めるたびに課題が出てきているという話をたくさん聞いていますので、きっと完全なロードマ

ップというものはないと思います。先程、「保護者の理解が進んでいない」というお話もありましたが、

おそらく部活動の地域移行を「学校がやっていた部活動を地域がやってくれるんでしょ？」、「地域の

団体にスライドするんでしょ？」と思われている保護者や生徒の方々が多分たくさんいらっしゃると

思いますので、市町村の方針としては固まっていなくても、早い段階で地域の皆様に、保護者説明会な

どで、ある程度の見通しを持ったロードマップをしっかり提示し、「部活動の地域展開が目指すところ

は、そういったことではない」という説明をしていただいて、そのためには「行政だけではなく、地域

の方々、生徒・保護者も含めて、皆さんと一緒に検討していきたい」ということを伝えていただいた方

が、教育委員会だけが悩むといったことがなく、取組が進んでいく一歩になるのではないかと最近す

ごく感じています。 

 

○座長（北海道教育大学岩見沢校 教授 志手 典之） 

ありがとうございます。他に御発言いかがでしょうか。 

 

○北海道ＰＴＡ連合会（事務局長 城野 文久） 

二点お願いがあります。まず、たたき台本体 12 ページの「２ 指導者等の質の保障・量の確保」の

「主な取組」の４行目に「サポート人材」という文言がありますが、今でも北海道内で指導者人材が少

ない状況の中で、今後、地域展開をしていくときには、サポート人材が相当重要な位置づけになるので

はないかと考えております。中学校の部活動でも、一人の顧問の先生だけでは成り立っておりません。

指導者が一人ということは不可能なので、そこに必ずサポートの方がいて、初めて活動が成立するの

ではないかと思います。そういった意味で、サポート人材として、いかにお手伝いいただける方々を引

き入れていくかということは、地域クラブ活動を安定・継続していくためには、大変重要な課題ではな

いかと思いますので、なるべく早く手を打った方がいいと感じるところです。 

次に、たたき台本体 26 ページに「４ 活動場所への移動手段の確保」という項目がありますが、保

護者の方々は、保護者による送迎について心配されていますので、最終的に形骸化されて、保護者が送

迎することにならないようにしていただきたいと思います。北海道の現状では、共働きの家庭がほと

んどです。その中で、保護者が子ども達の送迎をしなければならないことになると、地域クラブ活動に

参加したくても、参加できない子ども達が出てくるのではないかと心配しているところです。 

 

○座長（北海道教育大学岩見沢校 教授 志手 典之） 

ありがとうございます。保護者の代表という立場で、すごく貴重な御意見だったと思います。他にご

ざいますでしょうか。 

 

○北海道特別支援教育関係ＰＴＡ連絡協議会（理事 道貝 樹梨） 

皆さんが仰っているように、「やりたいことが出来なくなるのではないか」「やりづらくなるのでは
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ないか」という心配は大きいですが、山田校長が仰っていたように、子ども達の活躍の場、青春の一ペ

ージというものを、なんとか維持しなければならないと思います。さらに申し上げますと、例えば、吹

奏楽やスポーツの強豪校のように、中学校の三年間の積み重ねがあって、高校での活躍の場があると

いう繋がりを考えると、井上会長が仰っていたように、中学校だけの課題ではないのではないかと感

じるところです。 

また、資料２の１ページの「第１章 道内の現状及び成果と課題」に「大会・コンクール等の見直し」

という項目がありますが、今の中体連の全道大会・全国大会のような大会規模を維持できるのかとい

う心配があり、このことについては、これまで全道規模になると大会会場の近隣のホテルが満室にな

ったり、スーパーのお弁当が無くなるといったような状況があったかと思いますので、地域経済の面

でも、今後、大会規模を維持していかないと影響が出てくるのではないかと思います。 

 

○座長（北海道教育大学岩見沢校 教授 志手 典之） 

ありがとうございます。他に何かございますでしょうか。 

 

○北海道町村教育委員会連合会（枝幸町教育委員会教育長 小川 俊輝） 

まず、質問になりますが、資料２の２ページ「第３章 道教委の取組」の「４ 大会等の運営の在り

方」と、３ページ「第４章 市町村の取組」の「５ 大会等の運営の在り方」のそれぞれ最後の項目に

「競技性にとらわれない大会など、大会等の在り方の見直しについて要請」と記載されていますが、こ

の「競技性」というのは、「勝利至上主義」のことと捉えてよろしいでしょうか。 

次に、それぞれ二項目下の「生徒の安全確保のための体制整備」の「事故等が発生した場合の責任の

所在の明確化」という記載についてですが、必要な保険に加入するというところに繋がるのですが、万

が一の事故、最悪、死亡事故が起きた時の責任の所在というと、かなり重い話になってしまうので、こ

のようなことを想定すると、地域クラブ指導者の方々にとっては足枷になってしまう、尻込みしてし

まうのではないかと思うところがあります。責任の所在の分界点のようなものをお示しすることが可

能なのかどうか、万が一事故が起きたときのために保険には加入しなければなりませんけれども、も

う少し踏み込んで、この推進計画の中に盛り込んだ方が良いのではないかと感じました。 

最後に、資料２の３ページ「第４章 市町村の取組」の「９ 費用負担の軽減」についてですが、こ

れは当然、市町村が取り組むべき項目ではありますが、費用負担の目安の提示、民間企業からの寄付等

に係る仲介、財源確保の事例紹介、国や都道府県の財政支援の情報提供などについて、道教委に指導的

立場で関わっていただければありがたいと思いますので、「第３章 道教委の取組」の中に、例えば、

「費用負担に関する技術的指導・助言」といった項目を加えていただきたいと感じました。 

 

●事務局（北海道教育庁学校教育局部活動改革推進課 課長補佐 髙橋 智嗣） 

まず、御質問いただきました「競技性」にとらわれない大会についてでございますが、勝利至上主義

にとらわれないという意味もありますし、交流を目的としたもの、競うことのないレクレーション的

なものなどを含めて考えております。 

次に、事故が発生した場合の対応についてでございますが、国が責任の所在等について議論してい

るところでもございますので、今後、国の検討状況もお示しできたらと考えているところでございま

す。また、費用負担の軽減に係る道教委の関わりについてでございますが、本計画の中に盛り込ませて

いただいております。例えば、たたき台本体 12 ページの２～４行目に「多様な財源の確保についての

提案や助言」、「先進事例の提供」と記載しています。このほか、先程、御紹介しました「官民連携推進

事業」についても、引き続き取り組んでいきたいと思っており、民間企業等から、市町村に対して支援

していきたいという申し出がありましたら、我々もマッチングなどの協力をさせていただきまして、

市町村の財源確保に向けて取り組んでまいりたいと考えております。 
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○座長（北海道教育大学岩見沢校 教授 志手 典之） 

ありがとうございます。他にございますでしょうか。 

 

○北海道特別支援学校長会（北海道東川養護学校長 業天 誉久） 

まず、先に確認になりますが、資料２の２ページ「第３章 道教委の取組」と、３ページ「第４章 

市町村の取組」のそれぞれ「８ 障がいのある生徒の活動機会の確保」につきましては、中学校等の特

別支援学級だけではなく、特別支援学校も入るのかどうかをお聞きしたいということと、特別支援学

校が入るのであれば、市町村・市町村立学校と道立学校の間の連絡がなかなか難しい部分もあります

が、特別支援学校に対しても地域クラブ活動への参加に関する情報発信等をしていただけるとありが

たいと思います。 

 

○座長（北海道教育大学岩見沢校 教授 志手 典之） 

ありがとうございます。今の点について事務局からいかがでしょうか。 

 

●事務局（北海道教育庁学校教育局部活動改革推進課 課長補佐 髙橋 智嗣） 

御質問いただきました「特別支援学校も含まれるのか」についてでございますが、部活動の地域移

行・地域展開というものは、中学校の生徒のほか、特別支援学校中等部の生徒も含まれております。な

お、今後、改めてこの計画について、関係する特別支援学校の校長や先生方にも、様々な御相談をさせ

ていただきたいと考えております。 

 

○北海道特別支援教育関係ＰＴＡ連絡協議会（理事 道貝 樹梨） 

障がいのある子ども達の活動に関してですが、習い事でも、ただでさえ受け皿的な場が少ないと思

っています。もし、地域展開となった場合には、専門的な知識のある指導者がいる受け皿団体が増えれ

ば、それなりの活動が維持できるかと思いますので、その辺は難しさもあると思いますが、是非、溢れ

てしまう子ども達がいなくなるように検討していただきたいと思います。 

 

 

まとめ 

（議事終了） 

○座長（北海道教育大学岩見沢校 教授 志手 典之） 

それでは、議事を終了したいと思いますので、私の方から一言申し上げますと、今後、学校での部活

動の在り方という本題も含めて、地域のスポーツ・文化活動をどのように保障していくかという話に

なり、本当にこれから劇的に状況は変わっていくのだろうと思っています。少子化や学校・教職員の負

担を考慮しながら、新しい方向性として全国的にどのように地域展開されていくのかを見据えなけれ

ばならないと感じました。それでは、皆様、円滑な議事進行に御協力ありがとうございました。事務局

に進行をお返しします。 

 

（閉会） 

●事務局（北海道教育庁学校教育局部活動改革推進課 主査 中本 貴士） 

構成員の皆様、活発な御議論をいただき、ありがとうございました。本日の議事録は、前回と同様に

事務局で取りまとめ次第、皆様にお送りし、発言の趣旨等の確認をさせていただきますので、御協力を

お願いします。次回の第３回目の会議については、１月下旬を予定しておりますので、よろしくお願い

します。以上をもちまして、令和７年度第２回「部活動・地域クラブ活動関係者会議」を終了します。

本日はありがとうございました。 


